
～農地台帳が公表されます～ 

 

（１）法制化により農地台帳の公表が義務づけられました 

 

農地台帳は、農地の管理や有効利用を進めるにあたり市町村農業委員会が

整備するもので、市町村関係部局または関係機関と連携し農地の利用調整に

役立てています。 

農業の生産性を高め、競争力を強化するために農地の利用集積・集約化を

加速し、生産コストを削減することが必要であり、そのためには農地の情報

を担い手や農地中間管理機構などの関係機関が自由に見られるようにするこ

とが重要である。このため、平成２６年の農地法改正により全国すべての農

業委員会において、農地台帳及び地図を作成し、公開することが義務付けら

れました。 

 

（２）農地情報公開システムが平成２７年 4 月よりスタートします 

 

農業委員会が管理している農地情報の公開を支援するため、全国農業会議

所では、平成 27 年 4 月からインターネットを利用した「農地情報公開シス

テム」を実施することになります。 

 

（３）窓口で閲覧、要約書交付が可能です 

 

 農業委員会の窓口では、農地を特定し申請をすればインターネットで取得

できる情報のほか、所有者や耕作者を含めた情報を閲覧できます。 

 要約書の交付については、インターネットで取得できる情報と同様です。 

 なお、閲覧、要約書交付については、条例に基づき 1 筆 500 円（税込）

の手数料がかかります。 

 また、公開できる範囲については、別紙のとおりです。 

 

※詳しい内容につきましては、農業委員会事務局までお問い合わせください。 

℡01635-2-3134 

 



（別紙） 

 公   表 

インターネット等 

（要約書の交付を含む） 
窓口での書面閲覧 

農地の所在、地番、地目及び面積 ○ ○ 

賃借権等の種類・存続期間 ○ ○ 

耕作者ごとの整理番号 ○ ○ 

遊休農地の措置の実施状況 ○ ○ 

貸付けに関する所有者の意向 ○ ○ 

農振法・都市計画法等の区域区分 ○ ○ 

機構が借りている農地かどうか ○ ○ 

所有者の氏名・名称 × ○ 

賃借人等の氏名・名称 × ○ 

耕作者の氏名・名称 × ○ 


